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研究成果の概要（和文）：女性の育児・介護の時間的費用を完全に取り除いたとしても、労働力全体に与えるプ
ラスの効果は2％、日本経済に与える効果は高くても1％程度である。男女間の賃金格差が完全に解消されたなら
この時間的費用の完全な取り払いは日本経済に対して4％の経済効果を持つ。公的年金への影響では、2039年か
ら所得代替率が50％を切る結果となる。この結果は2115年までに現在まで積み増してきた年金基金を全て取り崩
しても避けることが出来ない。介護保険に与える影響では、第一号(第二号)被保険者においては、2060年にはそ
の負担額が現行の2倍(5倍以上)を超える結果となる。

研究成果の概要（英文）：Complete elimination of females' time costs of both child-rearing and 
elderly care induces a 2 % increase in potential labor force and a 1% increase in the total GDP. If 
a gender gap in wage profiles completely vanishes, then the total GDP eventually expands by 
approximately 4 %. The replacement rate of the public pension scheme would become less than 50% from
 year 2039 even under that assumption that the accumulated pension fund is going to be used up 
completely by year 2115. Population aging leaves more burdens on the LTCI. In the next about forty 
years, the burdens on the first group (age 65 and over) and the second group (age 40 to 64) become 
more than 1.7 times and more than 2.7 times as much, respectively. 

研究分野： 公共経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
学術的背景は大きく分けて 2 つある。一つは
女性労働に関する研究であり、もう一つは(摩
擦的)失業の存在を前提とした財政政策の効
果を分析するものである。 
❶女性労働に関する研究： 
国内外を問わず、女性労働に関する研究の多
くは実証的研究であり、マクロ的視点から経
済政策がどのように女性労働供給に影響を
与えるかといった議論はほとんどされてい
ない。今までの女性労働に関する実証的な研
究の多くはミクロ的な視点に立った分析で
あり、マクロ経済政策の効果という視点から
女性労働供給のコストとして考えられる育
児や男女間の賃金格差などの影響を吟味し
たものはない。特に経済成長への影響という
視点から議論することはほとんどなかった。
一方、我が国の将来の人口高齢化を前提とし
た数値解析な動学一般均衡シミュレーショ
ンモデル（CGE モデル）を援用した社会保
障、税制の研究はすでに行ってきた。たとえ
ば、科学研究（基盤研究 C：平成 21 年度-平
成 23 年度、ならびに基盤研究 C：平成 24 年
度-平成 26 年度）の研究成果である、後掲研
究業績文献の(1),(8)~(12)に加え、(16)~(22)
はその基礎となる研究成果である。これらの
研究の結果明らかになったことは、我が国の
将来推計人口を前提とする場合、持続的な経
済成長を今後も達成するためには、女性労働
や移民労働受け入れといった思い切った新
たな労働政策が極めて重要であるという点
であった。このような研究成果を踏まえ、後
掲研究文献(1)では特に男女別年齢別の就業
構造を実際のデータから経済モデル内で再
現し、従来の数値解析な動学一般均衡シミュ
レーションモデルの枠組みで、特に育児的コ
ストの削減が女性労働供給を刺激し、どれほ
どまでに長期的な経済成長へ影響を与える
かというマクロ的な分析を試みた。(1)では男
女間の賃金格差の影響もすでに分析の枠組
みに取り入れており、今後の研究は育児コス
トの減少につながる多くの政策を明示的に
モデル内に取り入れ、限られた財政状況の中
でどのような政策が一番効果的かという議
論に発展させる段階にある。これまでの一連
の数値解析な動学一般均衡シミュレーショ
ンモデルによる研究成果はすべて独自の
FORTRAN プログラム作成によって達成さ
れており、現実社会をシミュレーションモデ
ル内でほとんど 100％再現できるベンチマー
ク・モデルはすでに構築されている。特に(1)
ではすでに労働も内生化されており、今後は
女性労働供給行動をさらに精緻化し、育児行
動などに影響を与える様々な政策を導入し、
今までの分析を拡張する予定である。 
❷失業を前提とした財政政策の効果分析 
従来の CGE モデルでは競争的な労働市場が
仮定されるなか完全雇用が前提となり、そも
そも失業という状況を分析できない。従来の
マクロ的な数値解析的な一般均衡シミュレ

ーションモデルでは多くの財政政策や高齢
化社会の分析が行われてきているが、その学
術的興味の中心は高齢化社会を念頭とした
政府財政問題が主であり、労働市場への財政
政策の効果などを分析するものではなかっ
た。一方、近年動学確率的一般均衡（DSGE）
モデルに摩擦的失業を組み込み、財政政策が
失業や労働市場に与える影響について欧米
を中心に研究が開始されている。そこでの革
新的な貢献は、財政政策の拡充は必ずしも雇
用の拡大にはつながらないという、従来の定
説を覆すような結論も導きだされている。い
くつかの近年の研究成果の中、特に Mayer et 
al. (2010)や Bruckner and Pappa(2012)など
では拡張的な財政政策は逆に失業を増加さ
せる可能性もあることを示した。このような
マクロ財政政策の失業への効果という視点
は極めて新しい着眼点であり、近年急速に議
論が始まったばかりである。マクロ経済学で
はこの DSGE モデルによる分析が盛んであ
るが、後掲研究業績文献の(2),(3),(5),(7)はこ
の DSGE モデルの分析枠組みで我が国にお
ける財政政策と失業の問題を分析した。一方、
CGE モデルの枠組みで失業を議論した研究
は国内外を問わず未だ存在しておらず、CGE
モデルの有用性を大きく拡張し、かつ理論分
析を我が国の現実社会に適用することが当
該研究の目的である。今まで構築してきた
CGE モデルの利点は、現実的な将来人口構
造を前提とし、世代重複モデルで長期的な財
政政策の効果をみることができる点である。
特にそのモデルの性質から世代間の負担の
問題を議論できる利点がある。当該研究課題
では DSGE モデルを援用して得られた知見
を従来型の CGE モデルに組み込み、失業、
世代間負担、財政政策の関係を明示的に分析
できる枠組みを構築することにある。女性労
働供給を含めながら失業問題を明示的に議
論できるマクロ一般均衡モデルを構築し、持
続可能な経済成長を数値解析的に分析する
ことが当該研究の研究目的である。 
 
２．研究の目的 
我が国の男女年齢別就業構造や将来人口を
所与とし、(摩擦的)失業の存在を前提としな
がら数値解析な一般均衡シミュレーション
モデル（CGE モデル）の枠組みを再構築し、
女性労働の進出と失業への効果という観点
から、現実的な想定の下で我が国に於ける望
ましい財政政策を精緻な経済モデル（CGE
モデル）の枠組みの中で提示することが当該
研究の大きな目的である。CGE モデルの枠
組みで失業や女性労働への財政効果を精緻
に議論した研究は国内外を問わず未だ存在
しておらず、CGE モデルの有用性を大きく
拡張し、かつ少子・高齢化社会が急速に進む
持続的経済成長を急務とする我が国に対し、
具体的な政策提言を行うことが当該研究の
目的である。 
労働人口はもちろん、総人口も減少するとい



う未だかつてない状況を経験する我が国で
は女性労働を含めた労働市場の整備が持続
的な経済成長を今後も達成するためには極
めて重要な要素である。このような問題式の
中で、次の点を明らかにする。まず、❶女性
労働供給を刺激すると考えられる育児や親
の介護など、女性労働供給の決定要因を合理
的な形で世代重複モデルの中で内生化し、男
女別の通時的労働供給をモデル化する。この
モデルに育児や親の介護に関する政府変数
を導入し、政府変数を外生的に変化させるこ
とにより様々な政策の効果を分析する。経済
成長への効果を含め、政府財政問題と世代間
の負担や年金負担問題も議論できる枠組み
を構築し、少子高齢化社会における政策分析
を行う。出産行動も内生化することを視野に
入れているので、少子化対策などの政策の効
果も分析できると考えている。次に、❷(摩擦
的）失業が存在する労働市場を導入し、従来
の世代重複一般均衡モデルを拡充する。まず
は 2 期間モデルに援用し、財政政策と失業の
問題を理論的に分析する。この場合、公的年
金なども含めながら、その後の数値解析につ
ながるモデルを構築する。理論モデルでは財
政政策と失業の問題を議論することが主眼
なので、取りあえず男女別では議論しない。
さらに、❸この理論モデルを多期間モデルに
拡張し、現実的な数値解析的一般均衡モデル
を構築する。すでに産業別静学モデルと世代
別動学モデルの融合には成功しているので、
産業間のスムーズな労働移動と言った効果、
すなわち、高齢化が進む社会においては医療
分野など将来発展が予想される産業へのス
ムーズな労働移動の効果と財政政策の効果
も明らかにする予定である。❶の効果も取り
込んで、いくつかの論文発表も予定している。
当該研究では現実的な CGE モデルを援用す
ることによって、様々な政策シナリオを想定
しながら具体的な数値解を計算する。当該研
究の大きな特徴は数値解析的な一般均衡分
析なので、数値的に様々な影響を包括的に明
らかにできる事である。 
特色および独創的な点は、数値的一般均衡モ
デルに失業の存在を明示的に導入し、人口高
齢化と言った将来の就業構造の変化のもと
で、財政政策と失業の関係を精緻に議論する
ことである。その際には女性労働供給を明示
的に考慮するので、出産・育児などに関わる
政策変数の変化と女性労働供給の関係が議
論され、今後我が国が直面する少子高齢化社
会における持続的経済成長の鍵を数値的に
提示できる。CGE モデルの枠組みで失業や
女性労働への財政効果を精緻に議論した研
究は国内外を問わず未だ存在しておらず、極
めて独創的である。予想される成果としては、
シミュレーション分析のために数値的にわ
かりやすい方法で様々な政策と最適状態を
評価できる点である。枠組みも一般均衡であ
るので、多くの異なった産業ごとの失業や女
性労働への影響、また、税収や経済厚生など

といったマクロ的な影響もすべての影響を
考慮した形で提示できる。静学的な分析枠組
みの中では異なった産業における労働への
影響、また、動学的な枠組みの中では経済成
長と言った長期的な影響も数値的に提示で
きる。科学研究（基盤研究 C：平成 21 年度-
平成 23 年度、ならびに基盤研究 C：平成 24
年度-平成 26 年度）での研究成果（後掲
(1),(3),(6)など）を拡張する形で遂行されるの
で、当該研究の現実可能性は極めて高い。理
論分析で演繹された結果を数値的に提示す
ることができるので、いくつかの政策的含意
を示せる事が予想・期待される。 
 
３．研究の方法 
当該研究は既存研究を拡張することで研究
が進められる。まず、➀女性労働供給を詳細
に数値解析的一般均衡モデルに取り込み、女
性労働供給と財政政策の関係を持続的経済
成長の観点から吟味する。女性労働と経済成
長の関係は後掲研究文献(1)にてある程度は
研究されているが、そこでは明示的な財政政
策などの政策変数が女性労働供給を決定す
る変数として取り込まれていない。したがっ
て、まずはこの後掲研究文献(1)に多くの財
政政策変数を明示的に組み込み、政府の予算
制約を加味した上で、どのような財政政策が
女性労働を刺激し、持続的な経済成長につな
がるかという点を明らかにする。なお、この
過程では摩擦的失業などは組み入れず、男女
間の賃金格差を考慮した男女別・年齢別の労
働市場を考え、あくまで女性労働供給と持続
的経済成長の関係を吟味する。この場合、女
性の労働供給決定に際して、育児に関わる行
動や出産に関わる行動も内生化する予定で
あり、少子化対策などの政策変数の効果も吟
味する。次に、②従来仮定されてきた労働市
場の完全雇用の仮定を緩め、世代重複一般均
衡モデルに(摩擦的)失業を導入する。ここで
の計画過程は理論モデルを構築することが
目的であり、動学モデルによる失業と財政政
策の関係を吟味する。後掲研究業績文献の
(2),(3),(5),(7)では DSGEモデルの分析枠組
みで失業と財政政策の関係を分析したが、
DSGE モデルの難点はモデルが複雑なために
カリブレーションという手法に頼って分析
している。この計画過程においてはシンプル
に二期間モデル世代重複一般均衡モデルに
よって、理論的に財政政策と失業の関係を解
き明かす。女性労働はとりあえず明示的には
取り扱わず、財政政策の労働市場への効果を
理論的に示すことが目的である。さらに、③
このようにして得られた理論モデルを数値
解析的一般均衡分析に拡張する。理論モデル
で得られた定性的な性質を、我が国の現実的
な将来人口推計などを考慮しながら、数値的
に示すことを計画する。この場合、既に構築
している静学的なモデルと動学的なモデル
の融合シミュレーション・モデルを援用する
事によって、高齢化を伴った人口構造の変化



のなかでどのような産業の労働市場が大き
く影響を受けるか、さらにそのような予見の
中でどのような財政政策が失業を緩和する
ことができるかなど、具体的なシミュレーシ
ョン分析を試みる。この場合、女性労働供給
は明示的には取り扱わない。最後に④このよ
うに構築された失業が存在する数値解析的
一般均衡分析と➀で研究された女性労働供
給と財政政策のシミュレーションモデルを
融合し、包括的な数値解析的一般均衡分析モ
デルを構築する。少子高齢化社会の到来が予
想される中、少子化対策、育児対策、失業対
策、女性労働対策などの多くの政策変数を組
み入れ、政府の時間を通じた予算制約を考慮
した租税、社会保障、財政赤字の諸政策を数
値的に吟味できるモデルの構築を計画して
いる。 
 
４．研究成果 
男性、女性ともに正規労働者、非正規労働者
の違いを明示的に考慮し、最新の我が国の将
来の人口高齢化データのもと、公的年金に加
え介護保険制度も導入したモデルにおいて
将来の負担が異なった世代間でどのように
なるかについて分析を行った。そこでは最新
の社会保障人口問題研究所の将来推計人口
(2017）に基づいた現実的なシミュレーショ
ンを行った。そこで得られた結果は以下の通
りである。 
① まず、女性の育児、介護の時間的費用を

完全に取り除いたとしても、その日本経
済に与える効果はかなり小さい。労働力
全体に与えるプラスの効果は 2％、その
結果日本経済に与える効果は高くても
1％程度である。 

 
②  第 2 に、男女間の賃金格差が大きくこ

の小さなインパクトの原因の一つである。
仮に男女間の賃金格差が完全に解消され
たなら、このような女性の育児・介護の
時間的費用の完全な取り払いは日本経済
に対して 4％の経済効果を持つ。 

 

③ 第 3 に、育児手当の増加は確かに経済に
対してプラスの効果を持つが、長期的に
はその効果は小さい。 

 

④ 第 4に、公的年金への影響では、2018 年
から保険料率を18.3％に維持するという
現実的な想定の下、年金額の所得代替率
への影響を分析した。厚生労働省の見解
では高齢化が進んだ中でもこの所得代替
率は50％を下回らないとの試算であるが、
このシミュレーションではすでに 2039
年からこの所得代替率が50％を切る結果
となった。この結果は 2115 年までに現在
まで積み増してきた年金基金を全て取り
崩しても避けることが出来ないことが大
きな特徴である。 

⑤ 第 5 に、介護保険制度においては、第 1
号、2 号被保険者に分けた上で、人口高
齢化の影響を分析した。65 歳以上が対象
となる第一号被保険者においては、2010
年に於ける負担額と比較して 2060 年に
はその負担額が 2 倍を超える結果となっ
た。また、第 2 号被保険者においては同
年の比較において 5 倍以上の負担増とな
ることが示された。この場合、現実を反
映して第 1 号、2 号被保険者の相対的負
担額を 3 年おきに調整しての結果である。 

 

⑥ 最後に、このような将来の介護保険の財
政的厳しい状況が予想される中、自己負
担率の増加、第 2 号被保険者加入開始年
齢の引き下げ、また公的負担の増加の 3
つの選択肢を考察した場合、自己負担率
の増加が一番将来世代にとって望ましい
ことが得られた。自己負担率の増加は貯
蓄を刺激し経済成長にとって望ましい反
面、保険加入年齢の引き下げによる長期
にわたる負担、あるいは公的負担増に伴
う消費税の増加は将来世代にとって選択
されないことが示された。 
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